
 

 

 

 

 

 

News Release 
平成 30 年 9 月３日 

株式会社 長 大 

 

約 ５ 0 余 の 自 治 体 職 員 を 対 象 に し た ２ 日 間 の プ ロ グ ラ ム 

経 営 企 画 本 部 財 務 ・ 法 務 部 長 兼 長 大 フ ィ リ ピ ン 社 長 の 加 藤 聡 

フ ィ リピン ・セブの P P P 研修に講師として派遣 

フ ィ リ ピ ン で の P P P の 進 展 や 経 済 発 展 に 貢 献 す る C S R の 一 環 で 
 

 

株式会社長大（東証一部上場、証券コード 9624。永冶泰司・代表取締役社長。以下「当社」）は、8月 28日（火）

と同 29 日（水）の両日にわたって、フィリピンのセブ市で開催された「PPP 調達におけるバリュー・フォー・マネー」

（Value for Money in PPP Procurement）の研修に、東洋大学アジア PPP 研究所（東洋大学 APPPI）の要請を受

けて、講師を派遣いたしました。 

 

本研修は、東洋大学 APPPI が、2015 年に PPP 実施可能性調査を行ったセブ州からの依頼に基づき実施され

たものです。研修プログラムの前半は、PPP のコンセプト、官民間のリスク分担、PPP のストラクチャーなど基本知

識の習得を目指す講義のほか、PPP におけるいわゆる民間提案（発案）制度（USP：Unsolicited Proposal）に基づ

き提出される PPP 事業提案書の評価手法の一つである、バリュー・フォー・マネー（VFM）の講義などから構成。

後半部は、グループワークとして、グループごとに実際の PPP 事業ケースを持ち寄り、各事業の在り方について

議論を行い、発表しました。適切な PPP事業の進め方や在り方を学習する機会とし、自治体職員のキャパシティ・

ビルディングにつなげて、地方自治体における PPP を推進することを目的にしたものです。 

 

セブ市内にあるゴールデン・ピーク・ホテルで開催された今回の研修には、公共セクターを中心に、総勢約 5０

名が参加いたしました。 

東洋大学 APPPI に本研修を要請したセブ州から約 20 名に加えて、セブ州に属する自治体のほか、当社が

2011 年から事業を展開するブトゥアン市など、他地域の地方自治体から合わせて約 20 名が参加。その他、地元

の大学や民間企業からの参加が見られました。 

 

当社が東洋大学 APPPI から要請を受けて講師として派遣した加藤聡は、経営企画本部財務・法務部長で、長

大フィリピン社長を兼務しています。 

東洋大学 PPP スクール（同大大学院経済学研究科公民連携専攻修士課程）を 2013 年に修了、その後、同大
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学 PPP 研究センターのリサーチパートナーになっています。また、2018 年に同じく東洋大学の国際地域学研究

科で博士（国際地域学）の学位を取得し、同年４月からは、同大学国際共生社会研究センターの客員研究員の

委嘱を受けております。東洋大学とのこうした深い関係もあって、今回の講師派遣の要請を受けた当社が、加藤

の講師派遣に応じて実現したものです。 

 

他に講師として参加したのは、東洋大学から、国際学部教授でアジア PPP 研究所長でもあるサム田渕氏、経

済学研究科公民連携専攻准教授の難波悠氏、アジア PPP 研究所シニアスタッフの高井史代氏の 3 名で、当社

の加藤を含んだ計 4 名が、PPP に関する講義群の講師、グループワークではファシリテーターを務めて、本研修

が実施されました。 

本研修の全プログラムが終了した後は、東洋大学から、研修に参加者した全員に、サム田渕教授から修了証

が授与されました。また、セブ州から 4 名の講師に対して感謝状が授与されました。 

尚、本研修の前日の 8 月 26 日に、4 名の講師は、セブ州のヒラリオ・ペレズ・ダビデ 3 世知事（Governor Hilario 

Perez Davide III）から招待を受けた夕食の席で、今回の研修への協力に対する感謝の言葉が伝えられています。 

 

当社はこれまで、雇用不足と和平問題が根深く存在する比国ミンダナオ島において、同島北東部カラガ地域

の中心都市ブトゥアン市を拠点とし、同市に本拠地を置くエクイパルコ・コンストラクション・カンパニー（ルーベン・

ジャビエール・CEO。以下「エクイパルコ社」）、およびツインピーク・ハイドロ・リソーシス・コーポレーション（高野元

秀・社長。以下「ツインピーク社」）と共に、様々な事業を通して地域の経済開発に貢献して参りました。 

 

当社は引き続き、日本の政府系機関や地方自治体、民間企業の参画機会を最大限に増やすべく、日本や日

本企業とのつなぎ役としての機能を担いながら、ブトゥアン市周辺エリアをはじめ、ミンダナオ島の経済発展に強く

貢献をして参りたいと考えております。 

合わせて、フィリピン全体の PPP の進展や、引いてはフィリピンの経済発展に貢献すべく、CSR の一環として、

社員の派遣や関与を通じて、今後も同様の研修や講演活動等に積極的に関与して参る所存です。 

 

 

■お問い合わせ 

本件に関する報道機関からのご照会は、以下へお願い申し上げます。 

 

宗広裕司 （むねひろ・ゆうじ）  

株式会社長大  

事業推進本部 事業企画部長  

 

E メール： munehiro-y@chodai.co.jp 

電話： 03-6867-8055 

加藤聡 （かとう・さとし）  

株式会社長大  

経営企画本部 財務・法務部長  

長大フィリピン・コーポレーション 社長 

E メール： katou-sa@chodai.co.jp 

電話： 03-3639-3465 
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■参考資料：  

 

1. 当日の写真 （解像度が高いデータは別途ご提供いたします）  

  

▲ セブ州・ダビデ知事との会食（8 月 26 日） 

（中央が知事、その右が田渕教授、右から 2 人目が加藤） 

▲ 講義をする東洋大のサム田渕教授 

  

▲ 講義をする加藤聡・長大フィリピン社長 ▲ グループワークのようす 

（ファシリテーターは東洋大の難波悠准教授） 

  

▲ 終了後の全体写真（中央の 4 名が講師） ▲ セブ州より授与された感謝状 
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2.プログラム 

日時： 2018 年 8 月 28 日（火）・29 日（水） 8：00～17：00 

場所： ゴールデン・ピーク・ホテル（セブ市） 

 

タイムスケジュール： 

 


